
滑川町消防水利施設に関する基準 

（趣旨） 

第１条 この基準は、都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号。以下

「法」という。）第 32 条に定める消防の用に供する貯水施設等に

関する基準について必要な事項を定める。 

（用語の定義） 

第２条 この基準において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(１) 消防水利施設 消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 20 条

第１項の規定に基づく消防水利の基準（昭和 39 年消防庁告

示第７号。以下「水利基準」という。）に規定する消防水利

のうち、防火水槽又は消火栓をいう。 

 (２ ) 開発行為  主として建築物の建築又は特定工作物の建設

の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更をいう。 

(３) 開発行為者 開発行為を行う者をいう。 

 (４) 開発区域 開発行為をする土地の区域をいう。 

 (５) 事業者 開発行為を施工する者をいう。 

 （適用） 

第３条 この基準は、滑川町（以下「町」という。）における開発

行為、土地区画整理事業及びその他宅地開発とみなし得る事業に

ついて適用する。 

 （開発区域の消防水利基準） 

第４条 開発区域における消防水利は、水利基準によるほか、この

基準の定めるところによる。 

 （消防水利施設の設置） 

第５条 消防水利施設は、開発区域が 1,000 平方メートル以上の場

合に設置するものとする。 

２ 開発行為者は、開発区域に消防水利施設を表１に定める基準に

従い設置しなければならない。 

ただし、既設の消防水利施設（40 立方メートル級以上の防火水
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槽又は第７条第２項の規定による消火栓）により表１に定める基

準内で包含できると町長が認めた場合は、この限りではない。 

３ その他町長が必要と認める場合は、消防水利施設を設置するも

のとする。 

表１ 

区 分 消防水利設置基準（年間平均風速毎秒４メートル未満）

市街化区域 半径１００メートル以下 

市街化調整区域 半径１２０メートル以下 

（注） 

 １  消防水利施設を中心として、一定の円を描き、これらの円で

開発区域が完全包含（取付道路等含む）されること。 

 ２  消防水利施設が複数設置される場合は、これらの円に隙間が

ないことを原則とする。 

３  隣接する市町の既設消防水利施設による包含は認めないも

のとする。 

 （消防水利施設の配置） 

第６条 消防水利施設の設置は、消火栓のみに偏ることのないよう

配置しなければならない。 

２ 開発区域と既設の消防水利施設との間に、消防自動車の通行が

できない道路、幹線道路、鉄道、河川、擁壁、崖、建築物等によ

り消防活動が困難又は分断される場合は、前項の規定にかかわら

ず、消防水利施設を増設しなければならない。 

（消防水利施設の給水能力等） 

第７条 消防水利施設は、次に掲げる給水能力等を有するものでな

ければならない。 

１ 防火水槽は、常時貯水量が 40 立方メートル以上とする。

２ 消火栓は、取水能力が毎分１立方メートル以上で、かつ、連続

40 分以上の給水能力を有するもので、次に掲げる基準とする。 

(１) 呼称 65 の口径を有するもので、口径 150 ミリメートル以

上の管に取り付けられているものであること。ただし、管網

の１辺の長さが 180 メートル以下となるように配管されて
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いる場合は、口径 75 ミリメートル以上とすることができる。 

(２) 口径 150 ミリメートル以上の配管から分岐された口径 75

ミリメートル以上口径 150 ミリメートル未満の枝状配管の

場合、口径 150 ミリメートルの配管の直近に設置された消

火栓は消防水利として取り扱うものとする。 

(３ ) 私設消火栓の水源は、５個の私設消火栓を同時に開弁し

たときに、本項に規定する給水能力を有するものとする。 

（消防水利施設の位置） 

第８条 消防水利施設は、次に掲げる位置に設置しなければならな

い。 

 (１) 道路法（昭和 27 年法律第 180 号）に定める道路又は道路

に面した位置及び歩道上とし、消防自動車が安易に接近し、

部署でき、常に維持管理できる場所にあること。 

 (２) 消火栓は、歩道と車道の区別のある道路の場合は、原則と

して、歩道上に設置すること。 

 （消防水利の標識等） 

第９条 消防水利施設を設置した場合は、町が別に定める規格等に

適合する消防水利の標示をしなければならない。 

 （消防水利施設の規格等） 

第 10 条  消防水利施設を設置する場合は、消防関係法令及び水利

基準の定めによるもののほか次に掲げる基準によるものとする。 

 (１ ) 防火水槽  町が別に定める規格等に適合するものである

こと。 

 (２ ) 消火栓  町が別に定める規格等に適合するものであるこ

と。 

 （消防水利の変更等） 

第 11 条  開発行為者は、消防水利の位置、構造、仕様等について

変更があった場合は、当該変更の内容について町長に届け出て必

要な指示を受けなければならない。 

 （消防活動空地等） 

第 12 条  開発行為者は、開発区域内に中高層建築物又は延べ床面
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積が 1,000 平方メートル以上の建築物を建築する場合は、消防水

利施設及び消防活動に必要な空地等の設置について、「比企広域

市町村組合中高層建築物等の建築に関する基準要綱」に基づき、

比企広域市町村圏組合消防本部と協議すること。 

 （同意又は協議等の当事者） 

第 13 条  消防水利に関する同意又は協議の当事者は、町長と開発

行為者とする。 

 （同意） 

第 14 条 開発行為者は、法第 32 条に基づき、消防水利施設につい

て協議し、同意を得ようとする場合は、開発行為同意申請書（様

式第１号）に関係書類を添付し、町長へ２部提出しなければなら

ない。 

２ 町長は、前項の規定により同意するときは、開発行為者に対し

て開発行為同意書（様式第２号）を交付するものとする。 

 （消防水利の検討） 

第 15 条  町長は、開発計画を知り得たときは、当該区域について

表１に定める基準に従い、消防水利が基準に充足しているか検討

しなければならない。 

２ 前項により検討した結果、消防水利の不足区域がある場合、表

１に定める基準に従い、充足する消防水利施設を設置させなけれ

ばならない。 

 （協議） 

第 16 条  開発行為者は、開発行為により消防水利施設を新設する

場合においては、開発行為協議申請書（様式第３号）に関係書類

を添付し、町長へ２部提出して協議しなければならない。 

２ 町長は、開発行為者から開発行為協議申請書（様式第３号）の

提出があった場合は、前条の検討結果に基づき、開発区域に設置

を要する消防水利施設について協議するととともに、協議書（様

式第４号）を２部作成し、それぞれ保管しなければならない。 

３ 事業者は、所定の手続きが完了した後でなければ当該事業に着

手することができない。 
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４ 協議締結後、計画変更又は設計変更が生ずる場合は、速やかに

変更が生ずる関係箇所について、町長と協議し変更承認を受けた

後でなければ計画変更及び設計変更を行うことができない。 

 （完了検査） 

第 17 条  開発行為者は、消防水利施設の設置工事が完了した場合

は、開発行為に伴う消防水利施設工事完了検査願（様式第５号）

を町長に提出し、必要な検査（以下「完了検査」）を受けなけれ

ばならない。 

２ 町長は、前項の完了検査願を受理した場合は、事業者立会いの

もと、完了検査を実施するものとする。なお、適合していない場

合は改善指示を行い、事業者は基準に適合させなければならない。 

３ 町長は、完了検査の結果、適合していると認められる場合は、

消防水利施設工事完了検査済証（様式第６号）を開発行為者の依

頼に基づき交付するものとする。 

 （消防水利施設等の管理、帰属） 

第 18 条  同意又は協議により設置された公共施設の用に供する消

防水利施設は、町の管理に属するものとし、法第 40 条の定める

ところにより、町に帰属するものとする。この場合は、施設帰属

申出書（様式第７号）を町長へ提出しなければならない。 

ただし、第 16 条の協議により別段の定めをした場合は、この

限りでない。 

（その他） 

第 19 条 この基準に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

   附  則  

 この告示は、平成 30 年４月１日から施行する。 
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【消防水利の標識等】 

水利所在標示の方法 標 示 内 容 

標識による標示 

消火栓 

(支 柱) 丸ポール埋込型、新建植５７５型車道

用又は歩道用 

(標識板) ５７５型全面反射型又は両面用 

(文 字) 消火栓（図１による） 

防火水槽 

(支 柱) 丸ポール埋込型、新建植５７５型車道

用又は歩道用 

(標識板) ５７５型全面反射型又は両面用 

(文 字) 防火水槽（図１による） 

焼付け塗装による標示 
消火栓枠、防火水槽マンホール蓋枠への黄塗色（焼付塗装）

及び消火栓設置位置への黄塗色路面標示（焼付塗装） 

(注) 

１ 消火栓等の設置場所から概ね５メートル以内に標識を設けること。 

 ２ 防火水槽は、貯水量を標識に明示すること。 

３ 消火栓等に係る標識の規格及び構造は、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令

（昭和 53年建設省令第３号）に規定する案内標示に準じたものであること。 

 ４ 消火栓等に係る標識を設置する場所については、協議の上決定すること。 

 ５ 消火栓枠の周囲に幅 15センチメートルで黄色の路面焼付塗装を施すこと。 

 ６ 消火栓設置位置の状況に適した路面標示を黄色の路面焼付き塗装を施すこと。（図２） 

７ 消防水利標識の設置は、交通障害等により当該標識を設置することが不可能な場合

は、協議の上決定すること。 

図１ 消防水利の標識 

  575 型 

色彩：文字及び縁を白色、地を赤色とする。 

FIRE HYDRANT FIRE CISTERN

575 ㎜ 

200 ㎜ 200 ㎜ 

50 ㎜ 50 ㎜ 

16 ㎜ 16 ㎜ 

50 ㎜ 

消火栓
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図２ ① 消火栓用黄線焼付標示 

区 分 標 示 方 法 

１ 

（道路上） 

２ 

（交差点付近） 

３ 

（歩道用） 

４ 

（交差点） 

５ 

（交差点付近歩道用） 

② 黄線焼付標示のラインサイズ 

0.5ｍ 0.5ｍ 

5.0ｍ 5.0ｍ 

0.5ｍ 

交差点側 

5.0ｍ 

歩道 

車道 

10.0ｍ 

0.5ｍ 0.5ｍ 
5.0ｍ 

歩道 

車道 0.5ｍ 

0.5ｍ 

5.0ｍ 

0.5ｍ 交差点側 

150 ㎜ 

150 ㎜ 

5000㎜ 1000㎜ 

500 ㎜ 
700 ㎜ 

水利蓋 
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【消防水利の規格及び構造】 

１ 消火栓の基準 

(１) 形式は、原則として地下式とし、副弁付の消火栓とする。 

(２) 枠は鉄筋コンクリート製、鋼鉄製、鋳鉄製又はこれらと同等以上とすること。 

(３) 消火栓蓋と放口及び開閉バルブとの距離は、30cm 以内とすること。なお、地上式

にあっては、この限りでない。 

(４) 鉄蓋は、町が指定するもので、JISG5502 規定球状黒鉛鋳鉄品と同等以上のものと

し、蓋（FCD700）、受け枠（FCD600）とも基準に適合していること。（蓋、受け枠と合

わせて 70kg 以上のものをいう。） 

(５) 町長が特に必要と認めるもの。 

２ 防火水槽の基準 

(１) 公設防火水槽の構造等 

防火水槽の構造、材質、強度等の要領事項については、「消防水利の基準（昭和 39

年 12 月 10 日消防庁告示第７号）」第６条（消防水利の構造）及び「耐震性貯水槽の

技術指針（平成 13 年３月総務省消防庁作成）」並びに「消防防災施設整備費補助金交

付要綱（平成 14 年４月１日消防消第 69号）」に準拠するもののほか、次によるもの

とする。 

   ① 二次製品の防火水槽は、一般財団法人日本消防設備安全センターの型式認定製

品であること。 

② 地盤面から取水部底面までの落差は、4.5ｍ以下であること。 

   ③ 吸管投入孔は丸型を原則とし、内径 60cm 以上とすること。なお、投入孔は原則

２箇所設けること。 

   ④ 吸管投入孔の直下に、所要水量のすべてを有効に吸い上げられるよう集水ピッ

トを設けること。その深さは 50㎝以上とし、幅は一辺が 60cm 以上又は直径が 60cm

以上とすること。 

⑤ 鉄蓋は、町が指定するもので、JISG5502 規定球状黒鉛鋳鉄品と同等以上のもの

とし、蓋（FCD700）、受け枠（FCD600）とも基準に適合していること。（蓋、受け枠

と合わせて 70kg 以上のものをいう。） 

⑥ 安全対策及び保守点検のため、吸管投入孔の開口部から作業員が容易に水槽底

に降りられるよう腐食しないタラップを設置すること。 

⑦ 給水管、排水管及び採水口等を設置する場合については、別途協議すること。 

⑧ 消防庁告示に基づき基準等の改正があった場合、当該基準の適用を受けること

となるときは、改正後の基準によらなければならないものとする。 

⑨ 上記のほか、町長が特に必要と認めるもの。 



 (２) 私設防火水槽の構造等 

公設の防火水槽の構造と同様の技術基準とするが、私設防火水槽については、維持

管理義務者を明確にし、常に適正な状況に管理するものとする。 

(３) 防火水槽用地の基準 

① 防火水槽は、原則として公園用地又は防火水槽の専用の用地に設置しなければ

ならない。 

② 防火水槽の用地の境界には、当該境界を明確にするための表示をしなければな

らない。 

   ③ 消防自動車が容易（２ｍ以内）に部署できるものであること。安易に接近し、部

署することが困難な場合は、道路から３メートル以内で消防活動上支障がない位

置であること。 

④ 防火水槽の用地は、少なくとも１辺が道路に隣接しているものとし、吸管投入口

は当該１辺に最も近い配置となるようにしなければならない。 

⑤ 防火水槽の用地は、防火水槽の基礎面積以上とし、水槽の外壁の周囲から 1.5ｍ

以上の空地を確保しなければならない。 

⑥ 防火水槽の用地は、アスファルト等で雑草等が生えない構造としなければなら

ない。 

⑦ 防火水槽の用地は、原則として車両が用地に進入し、又は駐車しないよう高さ 20

㎝以上の車止め等を設置するものとする。 

⑧ 公園に設置する場合は、都市公園法（昭和 31年法律第 79 号）の規定により、公

園管理者の占用許可が得られる構造のものとすること。 

⑨ 公園等で防火水槽の周囲にフェンスを設ける場合は、周囲 1.2ｍ以上のネットフ

ェンスで囲うとともに、吸管投入孔直近のフェンス開口部（内開き）を投入孔と同

数設けること。 

⑩ 上記のほか、町長が必要と認めるもの。 
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【工事完了検査】 

１ 消防水利、消防水利施設工事完了事務手続き必要事項 

   工事が完了したときは、次のものを速やかに報告するとともに検査を受けること。 

(１) 消火栓 

   ① 開発行為に伴う消防水利施設工事完了検査願（様式第５号） 

② 消火栓構造図（給排水計画図を含む） 

   ③ 工事進捗状況写真（工事施工中のものを含む） 

   ④ その他町長が必要と認めたもの（型式及び仕様のカタログを添付のこと。） 

     ※必要書類が申請図面と重複する場合は、省略することができる。 

(２) 防火水槽 

   ① 開発行為に伴う消防水利施設工事完了検査願（様式第５号） 

② 防火水槽構造図（給排水計画図を含む。） 

   ③ 工事進捗状況写真（工事施工中のものを含む。） 

   ④ その他（二次製品であれば型式認定書及び仕様のカタログを添付のこと。） 

     ※必要書類が申請図面と重複する場合は、省略することができる。 

２ 検査 

  検査は、次のとおりとする。 

(１) 図面審査 

   位置・構造等に係る必要書類を提出し、検査を受けること。 

(２) 防火水槽中間検査（躯体検査） 

   ① 財団法人日本消防設備安全センター認定製品 

     ※埋め戻し前に認定番号及び配管等施工状況について検査を行う。 

   ② 財団法人日本消防設備安全センター認定製品以外の防火水槽 

     ※配筋、配管、躯体等必要と認めるものについて検査を行う。 

(３) 防火水槽水張り（漏水）検査 

    水張り検査（完成検査）は、中間検査完了後、防火水槽に上水道を給水し、満水か

ら７２時間経過後に水位を計測し、その後４８時間経過後の同一時間帯に水位の

計測を実施する。

(４) 防火水槽完了検査 

   防火水槽設置に係る全ての工事が完了したした後に行う。 

(５) 消火栓設置完了検査 

    消火栓設置の位置が申請図面のとおり適合しているか、消火栓器具、標識が規格の

とおりであるか等について行う。 

(６) 検査済証の交付 

    完了検査を行った結果、協議のとおり施工されていると認めた場合、消防水利施設

工事完了検査済証（様式第６号）を開発行為者の依頼に基づき交付するものとする。 
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１ 防火水槽 

 (１) 二次製品防火水槽 

   ① 掘方を完了し、捨てコンクリート工等の基礎の状態 

   ② 本体部材据付工、底部ピット筋結工、本体部材縦締工の状態 

   ③ 漏水の状態（埋戻し前に外壁の目視による漏水検査） 

   ④ 埋戻し及び整地の状態 

   ⑤ 状態を確認する必要が生じたとき 

   ⑥ 水位測定 

   ⑦ 完成検査 

 (２) 現場打ち防火水槽 

   ① 堀方を完了し、捨てコンクリート工等の基礎の状態 

   ② 配筋工の状態 

   ③ 型枠取り外し後躯体の状態（コンクリート打設の状態） 

   ④ 防水工の状態 

   ⑤ 漏水の状態（埋戻し前に外壁の目視による漏水検査） 

   ⑥ 埋戻し及び整地の状態 

   ⑦ 状態を確認する必要が生じたとき 

   ⑧ 水位測定 

⑨ 完成検査 

２ 消火栓 

  完成検査 
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